
様式第1号

No 所管課室局 契約件名 契約の相手方 契約締結日 契約金額（税込）

根拠法令
（地方自治法施行令第
167条の2第1項又は地
方公営企業法施行令第

21条の13第1項）

業者選定の理由

1 企画公室 町PRに係るプロモーション業務委託
株式会社博報堂スポーツマーケティ
ング

令和8年9月18日 1,000,000円 第２号

本業務は、本町の魅力や特色を広く発信し、町の認知度向
上や関係人口の増加につなげることを目的として、著名人
を起用したPR動画を制作するとともに、当該著名人自身の
SNS等を活用して情報発信を行うものである
　上記を実施するにあたり、動画への注目度や話題性を高
め、新たな層に町の魅力を知ってもらう必要があるため、
youtubeチャンネル登録者数を約１３万人擁し、本町の観
光大使である冨永裕介氏と親交が深く、同氏と本町にて
トークショーを行った実績のある和田毅氏が適任である。
　以上のことから、和田氏の所属事務所である下記の業者
と随意契約を締結することとしたい。

2 総務課
医療費助成システム標準化移行対応
作業

株式会社アンクル
代表取締役　村崎　博英

令和8年7月27日 7,920,000円 第２号

本業務は、現行の医療費助成システムにおいて、国が主導
し進めている地方公共団体情報システムの標準化・共通化
に対応するための作業であり、当該システムの環境及び設
計内容を熟知している必要がある。
また、現行システムについては、他の基幹業務システムと
密連携（システムの構成要素間の結びつきが深く、依存関
係が強い）のため、これらのシステムの運用保守を行って
いる当該事業者以外に施行させた場合、システム全体が停
止するなど、支障が生じる可能性が高くなり、責任体制が
不明確になるなどの問題が発生するため。

3 総務課 人材育成研修
第一法規株式会社
代表取締役社長　田中　英弥

令和8年8月21日 220,000円 第１号

第一法規株式会社は、顧客の課題に合わせた講師派遣型研
修を提供しており、築上町の現状課題に対応した研修が実
施できるため。また、当町が実施する研修や福岡県市町村
職員研修所の研修にも講師を派遣するなど、数多くの研修
実績があるため。

4 総務課
令和８年度シーラー機器保守業務委
託

ＴＯＰＰＡＮイクイップメント株式
会社　サービスユニット
ユニット長　田中　健司

令和8年8月28日 163,625円 第２号
契約の相手方は、保守契約の対象機器である圧着機の導入
業者であり、機器の仕様を熟知している。故障などによる
機器の復旧において、迅速かつ効率的に対応できるため。

5 総務課 クレーム対応研修
株式会社フォースコミュニティ
代表取締役　齋藤　高一郎

令和8年9月24日 178,740円 第１号
株式会社フォースコミュニティは、顧客の課題に合わせた
講師派遣型研修を提供しており、築上町の現状課題に対応
した研修が実施でき、希望する講師が所属しているため。

特命随意契約公表一覧表（７～９月分）
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特命随意契約公表一覧表（７～９月分）

6 総務課
異動受付支援システム標準化・共通
化に係る作業

富士フイルムシステムサービス株式
会社　公共事業本部　西日本支店
支店長　髙橋　秀幸

令和8年9月30日 2,750,000円 第２号

本業務は、現行の異動受付支援システムのプログラム、各
種設定及び他システムとの連携機能の追加等改修を行うも
のであり、既存システムの構成、仕様及び環境を熟知して
いる必要がある。
　また、既存システムは住民異動等自治体の基幹業務で使
用しており、本システムの運用保守を行っている当該事業
者以外に実施させた場合、データの不整合や既存機能の不
具合など、住民サービスに支障が生じる可能性が高くな
り、また、責任体制が不明確になるなどの問題が発生する
ため。

7 財政課
人権課築城人権センター所管車両
（北九州480か3256）の修繕

辻自動車工業株式会社 令和8年8月6日 333,630円 第１号

事故発生時のレッカー対応を行っており、かつ全国町村会
へ報告する際に必要な情報である車両状態の確認及び修繕
にかかる金額の概算も行っており、対象車両も現在納車中
であるため。

現在の財務会計システム・人事給与システムは、平成24年度
にプロポーザルを実施し、合併時に導入していた富士通が作
成する「IPKNOWLEDGE」から日立ソリューションズの
「ADWORLD」に変更となりました。その後、令和2年度に更新
を行い、現在に至っています。今回、当該システムが入って
いるサーバーのOSのサポート期限が令和8年12月で終了するこ
とに伴いシステムの更新を行う必要があります。更新にあ
たっては、次の理由により、施行令第１６７条の２第１項第
２号に該当するものとし、現行システムの導入業者である日
立ソリューションズと随意契約したい。
①同システムを更新可能な業者は、システム開発及びシステ
ム導入を行った日立ソリューションズのみである。
②現行のシステムから新たなシステムへ変更を行う場合に、
現行システムのデータを新たなシステムのデータ形式に合わ
せるために、データの抽出及び加工等に多額の費用が発生す
るため、現行システムの更新の方が費用を抑えることができ
る。
③現行のシステムデータを基に、議会資料をはじめとする各
種資料を作成しており、これまで１０年以上かけて積み上げ
てきた資源（データを作成するプログラム等を含む）をその
まま活用することができなくなる。新たなシステムへの切り
替えと同時に、全ての資源を新システムに合わせた仕様へ同
時に切り替えすることは不可能であり、各種業務に多大な支
障が生じる。
・議会資料（工事関連経費、ICT関連経費、決算附属資料な
ど）
・内部資料（予算説明資料、中期財政計画の元データ、予算
チェックシステム、財政白書、監査説明資料など）
④事務事業評価や公会計システムへのデータ連携など、シス
テムが変わることで出力されるデータの加工又は取り込みの
修正等に費用が発生する可能性がある。
⑤システムの入れ替えには、入れ替え費用や③、④以外にも
次の費用がある。
・システムの習熟（システムの画面変更に伴う作業効率の低
下、研修会の実施、様式変更に伴うチェック作業の低下等）
・機能面の変化（従前のシステムでできていたことができな
くなる⇒代替方法の確立が必要となる）

第２号5,942,200円令和8年8月24日
株式会社　日立ソリューションズ西
日本

財務会計及び人事給与システム更新
業務

財政課8
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9 財政課 築上町役場庁舎空調機保全整備工事
三菱電機ビルソリューションズ株式
会社　北九州支店

令和8年9月25日 1,408,000円 第１号

当該空調機は下記保守点検業者のメーカー製品であり、機
器の制御システム、内部構造等に精通している。今回の保
全整備工事については機器の整備に加え既設の制御プログ
ラムとの調整も必要となり、他社による施工では機器の仕
様や独自の制御方式への対応が困難であるため。

10 まちづくり振興課
ふるさと納税に関する現地決裁サー
ビス「ゲンチ」に係る契約

株式会社スチームシップ 令和8年7月29日
月額システム料
：寄付額の8.8%

第２号
本サービスの導入により、寄附者が現地で手軽に寄附でき
る環境を整備し、新たな寄附者層の獲得による寄附額の増
加が期待されるため。

11 まちづくり振興課
ふるさと納税ポータルサイト「ふる
コミ」に係る契約

株式会社パンクチュアル 令和8年8月13日
月額システム料
：寄付額の2.5％

第２号

本サービスは、既存のふるさと納税ポータルサイトと比較
してシステム利用等に係る手数料が低く設定されており、
ポータルサイトに支払う経費を抑えることができ、結果と
して本町の実質的な収入増加が見込まれる。
また、新たなポータルサイトを導入することで、これまで
本町への寄附を検討していなかった周防への周知及び寄附
機械の拡大が期待されるため。

12 まちづくり振興課
ふるさと納税ポータルサイト「さと
ふる」に係る契約

株式会社さとふる 令和8年8月24日
月額システム料
：寄附額の12％

第２号
本サービスは、全国的に利用者の多い主要なふるさと納税
ポータルサイトの一つであり、本町のふるさと納税におけ
る寄附機会の拡大及び寄付額の増加が期待できるため。

13 住民課
令和８年度　後期高齢者健診（集団
健診）に係る業務委託

公益社団法人　豊前築上医師会健康
管理所

令和8年7月1日

受付業務　275円/件
独自健康診査　10円/

件
見込：43,760円

第２号

本町において令和８年度に実施する後期高齢者医療健診
（集団健診）業務を福岡県後期高齢者医療広域連合から受
託しており、本業務については下記業者が実施することが
適当であるため。

14 住民課
国民年金処理結果一覧表の取扱い変
更対応に伴うシステム改修業務

株式会社アンクル
代表取締役　村崎　博英

令和8年9月28日 286,000円 第６号

左記業者は、国民年金システムの構築及び導入を行ったも
のである。現在使用しているシステムの保守業務も委託し
ている。
仮に本業務を他の事業者に委託した場合、システムに不具
合が生じ、事務に支障が出るおそれが高い。
以上の理由により、当該システムの構築及び導入を実施し
た事業者でなければ、本業務の適切かつ確実な対応が期待
ができないことから、同事業者と随意契約するものであ
る。
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No 所管課室局 契約件名 契約の相手方 契約締結日 契約金額（税込）
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特命随意契約公表一覧表（７～９月分）

15 住民課
国民年金第１号被保険者の育児期間
免除に伴うシステム改修業務

株式会社アンクル
代表取締役　村崎　博英

令和8年9月28日 594,000円 第６号

左記業者は、国民年金システムの構築及び導入を行ったも
のである。現在使用しているシステムの保守業務も委託し
ている。
仮に本業務を他の事業者に委託した場合、システムに不具
合が生じ、事務に支障が出るおそれが高い。
以上の理由により、当該システムの構築及び導入を実施し
た事業者でなければ、本業務の適切かつ確実な対応が期待
ができないことから、同事業者と随意契約するものであ
る。

16 環境課 火葬場１号炉排ガスダクト取替工事 太陽築炉工業株式会社 令和8年7月10日 4,048,000円 第２号

火葬場１号炉排ガスダクト内に腐食によるピンホールがで
きており放置すると設備的な悪影響を及ぼすため本案件に
対応したダクトを新設してもらいたい。
よって、プラントメーカーであり本施設を熟知した実績の
ある業者に依頼したため。

17 環境課
RDF施設年次点検及び熱風炉・脱臭炉
バーナ整備

JFE環境サービス株式会社 令和8年8月17日 2,640,000円 第２号

RDF施設は特殊施設であり、一般の業者では点検すること
が困難である。また、熱風炉、脱臭炉バーナは保証期間が
切れており、施工業者以外に交換部品を入手できない状況
である。よって、唯一対応可能な業者に依頼したため。

18 税務課
令和９年度固定資産税 標準宅地の時
点修正に関する鑑定評価業務委託

ランド鑑定設計
不動産鑑定士　佐藤　浩一

令和8年7月10日 110,000円 第２号

本業務は、令和7年度に入札により業務委託した「令和9年
度の評価替えに伴う鑑定評価」（令和8年1月1日時点）に
おいて鑑定評価された標準宅地の価格を基礎として、令和
8年7月1日時点の地価動向を反映し、適正な時点修正率を
算出するもの。

本業務を遂行するには、評価替え時の鑑定評価基準、個別
地点の特性、および当該地域における地価形成の判断プロ
セスを詳細に把握していることが不可欠である。この業者
は、前年度の評価替え鑑定評価業務において本町の鑑定評
価を担当し、評価の根拠となる詳細なデータを保有してい
る唯一の業者である。

他の事業者がこれを受託した場合、評価替え時の検討プロ
セスや判断基準の解釈において齟齬が生じる可能性が極め
て高く、評価の連続性・整合性の確保が困難である。ま
た、前年度データの引継ぎや再調査に多大な時間とコスト
を要することから、最も迅速かつ適正に業務を完遂できる
のは本業者以外には存在しない。

以上、本業務の性質上、評価事務の継続性と専門的知見が
必要不可欠であることから、地方自治法施行令第167条の2
第1項第2号に基づき、同社と随意契約を締結するものであ
る。
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19 税務課
国税連携に係るシステム更新及び試
験対応業務委託

株式会社　日立システムズ　山口支
店

令和8年7月21日 572,000円 第２号

本委託業務は、国の進める「地方公共団体情報システムの
標準化」に伴い、当町が現在運用している現行税務システ
ムから標準システムへの移行を行うため、国税庁の確定申
告データ等を不備なく取りこめるようシステムのデータ連
携改修および接続確認試験を実施するものである。
現行の税務システムについて、そのプログラム構造、デー
タ仕様、およびネットワーク暗号化などについては現業者
に帰属している。
本業務を他事業者に委託した場合、現行システムの内部仕
様などをゼロから調査・解析しなければならず、膨大な時
間と調査費用が上乗せされ、二重投資が発生する。また、
法改正に伴う限られた期間内において、税務行政の継続性
を担保しつつ、着実にシステム連携テストを完了させるこ
とは困難であると思われる。
したがって、現行システムの仕様を熟知し、安全に業務を
遂行できるのは現業者をおいて他にないため、地方自治法
施行令第167条の2第1項第2号に基づき、同社と随意契約を
締結するものである。

20 税務課
電子申告等のシステム更新及び試験
対応業務委託

株式会社　日立システムズ　山口支
店

令和8年7月29日 396,000円 第２号

本委託業務は、国の進める「地方公共団体情報システムの
標準化」に伴い、当町が現在運用している現行税務システ
ムから標準システムへの移行を行うため、現行税務システ
ムとeLTAX間の電子申告・電子納税データ連携仕様を更新
し、接続試験を実施するものである。
現行の税務システムについて、電子申告連携プログラム、
および内部データ構造などについては、現業者に帰属して
いる。本業務はこれら既存プログラムの内部構造を直接改
変・修正するものであり、技術的な観点から、同社以外の
第三者がこれを安全に改修することは困難である。
したがって、現行システムの仕様を熟知し、安全に業務を
遂行できるのは現業者をおいて他にないため、地方自治法
施行令第167条の2第1項第2号に基づき、同社と随意契約を
締結するものである。

21 税務課 標準化対応OCR読取追加改修業務委託 株式会社アンクル 令和8年9月9日 577,500円 第２号

本委託業務は、国の進める「地方公共団体情報システムの
標準化」に伴い、当町が現在運用している現行税務システ
ムから標準システムへの移行を行うため、標準化の帳票等
の改正に対応したOCR読取のためのシステム改修業務であ
る。本業務を他業者に依頼する場合、現システムの解読か
ら行うことになり、多大な時間を要することや、現行シス
テムの内部仕様などをゼロから調査・解析しなければなら
ず、膨大な時間と調査費用が上乗せされ、二重投資が発生
する。現行システムの仕様を熟知し安全に業務を遂行でき
るのは現業者をおいて他にはいないため、地方自治法施行
令第167条の2第1項第2号に基づき、同社と随意契約を締結
するものである。
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No 所管課室局 契約件名 契約の相手方 契約締結日 契約金額（税込）
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特命随意契約公表一覧表（７～９月分）

22 福祉課 日中一時支援事業 Coco Paws合同会社 令和8年7月1日 別紙１のとおり 第２号
福岡県の障害福祉サービス指定事業者であり専門的知識を
有し本事業を効果的に達成できるため

23 福祉課
令和8年度築上町戦没者追悼式祭壇設
置業務

有限会社　濱田商会 令和8年7月6日 492,800円 第１号

予定価格が別表第４に定める額（100万円）を超えないた
め。
また、本業務は対応業者が限られることから、町内で対応
可能と考えられる下記業者より見積を徴することとした
い。

24 福祉課
第10期築上町高齢者保健福祉計画策
定業務

株式会社シーズ 令和8年7月9日 2,563,000円 第２号

本業務委託については、令和8年4月9日付けで告示した、
第10期築上町高齢者保健福祉計画策定業務プロポーザル実
施要領に基づき公募を行い、企画提案を審査した結果、優
先交渉権者となったものと協議が整ったので随意契約とし
たい。

25 福祉課
老人憩いの家やまさと浄化槽放流ポ
ンプ取替修繕

有限会社　柏木電気商会 令和8年8月4日 198,000円 第1号
予定価格が別表第４に定める額　（200万円）を超えない
ため。
機器の構造を熟知している施工業者であるため。

26 福祉課

障害者の日常生活及び社会生活を総
合的に支援するための法律の規定に
基づく補装具費の支給を行う際の代
理受領に係る契約

株式会社ケアサポート 令和8年8月20日 別紙２のとおり 第２号
該当補装具の販売及び修理に関し専門的な知識を有し、本
事業を効果的に達成できるため。

27 福祉課
地域包括支援センターシステム移設
業務

株式会社　九州日立システムズ 令和8年9月16日 506,000円 第１号

予定価格が別表第４に定める額（100万円）を超えないた
め。
また、本業務は、現在福岡県介護保険後期連合本部に導入
されているシステムの移設を行うもので、対象業者が本シ
ステムの運用保守業者であることから、本システム業務に
精通しており、移設後の安定運用が可能であるため。

28 福祉課
旧築上町築城社会福祉センター等ア
スベスト分析調査業務

株式会社 T・Mエンジニアリング 令和8年9月28日 53,900円/検体 第1号

予定価格が別表第４に定める額（100万円）を超えないた
め。
また、本業務は、高度な分析技術が必要であり、対応可能
業者が限られるため。

29 子育て・健康支援課
旧椎田保育園低濃度PCB廃棄物処理業
務委託

光和精鉱株式会社 令和8年8月10日 159,500円 第１号
低濃度PCB廃棄物焼却処分業者は西日本では１社しかない
ため。
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No 所管課室局 契約件名 契約の相手方 契約締結日 契約金額（税込）
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30 産業課
バキューム車（3117）クラッチの取
替修繕

辻自動車工業（株） 令和8年7月27日 126,060円 第２号

・当該車両の車検業者。
・町内唯一のバキューム車の修繕が可能な業者(別紙リス
ト参照)
・故障箇所の点検を行った業者であり、当該車両の故障箇
所を熟知しているため、続けて修繕を依頼することで、再
点検の経費がかからず早急な修繕が可能である。

31 産業課
令和８年度水産資源回復及び水産振
興業務委託

㈱はまげん 令和8年7月9日 1,793,000円 第２号

事業を行うにあたり、町内の海域における地形や性質に対
し、理解があり、増養殖を行う生物に対し精通しているこ
と。また仕様書内に指定している加工品について昨年度時
点で同事業者が施策を行っている段階にあり、今後の効果
検証やその他関係機関とのやり取りの都合上、一貫して同
じ事業者に執り行ってもらう必要があるため

32 産業課 液肥施設バキューム車年次点検
株式会社　モリタエコノス　福岡支
店

令和8年8月19日 307,230円 第２号

・予定価格が、別表第４に定める額を超えないため。
・車体は、車検業者で対応できるが、タンク及びポンプの
部分については、製造メーカーであるモリタエコノスしか
対応できないため。

33 産業課
第１液肥製造施設ファイバープレス
取替修繕

株式会社　サトミ製作所 令和8年9月18日 13,563,000円 第２号

１．特殊機械であるため、相手が特定される。
２．施設建設当時の設置業者であり、対象機器は設置業者
製の受注生産の既製品である。
３． 設置できるスペース及び形状が決まっているため、
現施設にある同機と同じ寸法・形状で設置する必要があ
り、開始当初に設置した下請け業者であれば、図面等も有
り、製作が可能である。
４．他社に見積を依頼するには設計から必要となり、交換
修繕費用以外に新規の設計費用と時間がかかる。

34 建設課
真如寺１８号線道路災害復旧測量設
計業務委託

周防測量設計有限会社 令和8年7月31日 1,089,000円 第５号
令和8年7月5日の大雨により真如寺18号線の路肩が崩壊
し、通行に支障が出ていることから、早期に復旧工事をす
るための測量設計が必要なため。

35 建設課
真如寺地内里道土砂撤去整地業務委
託

宮野建設　株式会社 令和8年7月15日 275,000円 第５号

令和8年6月24日の大雨により、真如寺1490-1の山側の里道
の一部が崩壊し、家の裏に土砂が流れていた。今後の大雨
や台風で土砂がさらに流れて家屋に影響をおよぼすことが
考えられるため、土砂を撤去整地しさらなる被害を防ぐ必
要があるためである。
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No 所管課室局 契約件名 契約の相手方 契約締結日 契約金額（税込）
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36 建設課
令和8年度　奥池3ため池積算支援業
務委託

福岡県土地改良事業団体連合会 令和8年7月16日 1,320,000円 第２号
当初事業計画を検討した団体であるため、本町の計画概要
を熟知し、安価かつ迅速な対応が見込まれるため。

37 建設課 本庄櫟原線外土砂撤去業務委託

福岡県築上郡築上町大字本庄1649番
地
有限会社清水造園土木
代表取締役　清水　美惠子

令和8年7月21日 2,166,450円 第５号

令和８年７月５日の大雨により、「本庄櫟原線」町道上及
び同じく櫟原地内農業用施設に山からの土砂が流れてい
た。車道上の土砂があり、通行への影響が懸念及び農繁期
による農業用施設の埋没は通行及び農業への支障が懸念さ
れるため、土砂を撤去しさらなる被害を防ぐ必要がある。

38 建設課 一丁畑団地A棟水道メーター取替工事 東洋計器株式会社福岡支店 令和8年7月3日 1,186,900円 第２号

予定価格が、別表第4に定める額(200万円)を超えないた
め。下記業者の機器が設置されており、水道メーターと集
中検診盤が連動しているため、下記業者の製品を設置する
ため。

39 建設課
峯原第3団地B棟206号ガス給湯器及び
浴室混合水栓修繕工事(緊急工事時間
外)

北川兄弟商会 令和8年7月14日 351,560円 第５号
峯原第3団地B棟のガス供給業者で設備に精通しており、緊
急対応が可能であったため。

40 建設課
令和８年度道路台帳異動修正業務委
託

株式会社　地域科学研究所　福岡事
務所

令和8年8月13日 14,190,000円 第２号
この業務は道路台帳の異動修正業務で、下記業者は統合型
GISの作成・納入業者であり、他の業者では統合型GIS内の
道路台帳レイヤー修正業務を行うことができないため。

41 建設課 市川護岸復旧工事 株式会社清水工業 令和8年8月12日 154,000円 第５号

７月5日～6日にかけての豪雨により被災が確認された。被
災護岸が石積み（空積み）であることから、今後の大雨等
による河川増水した際は、被害箇所が拡大することが懸念
される。従って、周辺家屋等の影響が甚大になることが予
見されるため、未然防止処置として早急に復旧したい。

42 建設課 小原地区水路災害土砂撤去業務委託 宮野建設　株式会社 令和8年8月3日 286,000円 第５号
令和8年7月5日の大雨により、農業用水路に土砂が堆積し
ている状況である。作付けの時期であり、農業用水路の使
用が不能になっているため。

43 建設課
林道一円土砂撤去及び倒木撤去業務
委託

垣根建設株式会社 令和8年8月3日 1,681,480円 第５号
土砂及び倒木により道路の通行に支障をきたす状況である
ため。
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44 建設課 西山池災害測量設計業務委託 福岡県土地改良事業団体連合会 令和8年8月21日 2,970,000円 第５号
被災から最短の査定予定日及び被災規模が大きい工種につ
いては農政局との事前協議を査定前に行う必要であり、入
札を付する期間がないため。

45 建設課
峯原第2団地208号浴室給湯器等交換
(緊急工事)

福岡京築農業協同組合LPガスセン
ター

令和8年8月28日 180,070円 第５号
峯原第2団地のガス供給業者で設備に精通しており、緊急
対応が可能であるため。

46 建設課 上り松15号線路肩復旧工事 大浜建設工業株式会社 令和8年9月10日 3,249,950円 第５号

　7月28日に発生した地震（R8年熊本地震）以降に被災が
確認された。道路路肩を保持していた民地が大きく崩れた
ことにより、それに引きずられる形で町道も被害を受け車
両通行が困難な状況になっている。また、崩落土砂が道路
直下にある水路を閉塞させており、今後も被害が拡大する
ことが懸念される。従って、影響が甚大になることが予見
されるため、未然防止処置として堆積土砂撤去と路肩復旧
を行いたい。

47 建設課 真如寺地区ゲート修繕 白井工業株式会社 令和8年9月11日 144,210円 第２号
設置箇所の条件で現行と同製品で実施する必要性があり、
仕様が制限による目的が競争入札に適さないものであるた
め。

48 建設課 峯原第2団地水道メーター取替工事 アズビル金門株式会社　九州支店 令和8年9月18日 1,383,096円 第２号
峯原第2団地は、下記業者の集中検診盤が設置されてお
り、水道メーターと検診盤を連動させるため、下記業者の
製品を設置する必要があるため。

49 上下水道課
高塚浄水場床排水ピット内ポンプ修
繕

合資会社中野電気商会 令和8年7月3日 154,000円 第５号 緊急修理対応可能であったため

50 上下水道課
築城浄化センター記録計緊急調査業
務委託

愛知時計電機株式会社 令和8年7月3日 192,500円 第５号
業者は指名資格があり、製造メーカーであるとともに緊急
対応が可能であるため

51 上下水道課 上り松地内道路陥没修繕 吉久建設 令和8年7月17日 126,500円 第５号 緊急修理対応可能であったため
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52 上下水道課 湊地内漏水調査 株式会社テクノスジャパン 令和8年8月7日 137,500円 第５号 緊急調査対応可能だったため

53 上下水道課 越路地内漏水修繕 有限会社西口住宅設備 令和8年8月7日 229,900円 第５号 緊急修理対応可能であったため

54 上下水道課 今津地内漏水修繕 アット・ワンス 令和8年8月10日 168,637円 第５号
指定給水工事事業者一覧より緊急修理対応可能であったた
め

55 上下水道課 湊・干拓地内漏水修繕 アット・ワンス 令和8年8月10日 171,167円 第５号 緊急修理対応可能であったため

56 上下水道課
椎田北部浄化センター非常時対応訓
練業務委託

株式会社ドーワテクノス 令和8年8月18日 165,000円 第２号
本業務は災害時を想定した訓練を行うものであり、本町と
下水道施設の災害時の設備等の復旧に関する協定を締結し
ている下記業者に依頼することが適当であるため。

57 上下水道課 伝法寺地内漏水修繕 吉久建設 令和8年8月20日 391,332円 第５号
指定給水装置工事事業者の中から緊急修理対応可能であっ
たため

58 上下水道課 赤幡団地内漏水修繕 アット・ワンス 令和8年9月1日 114,932円 第５号 指定工事店の中から緊急修理対応可能であったため

59 上下水道課 湊地内漏水修繕 有限会社西口住宅設備 令和8年9月2日 976,700円 第５号
指定給水装置工事事業者の中から緊急修理対応可能であっ
たため

60 上下水道課
一丁畑団地Ａ棟受水槽給水管緊急漏
水修繕

平川ガス有限会社 令和8年9月4日 179,850円 第５号 緊急修理対応可能であったため
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61 上下水道課 越路第2団地内緊急漏水修繕 有限会社西口住宅設備 令和8年9月30日 161,700円 第５号
指定給水装置工事事業者の中から緊急修理対応可能であっ
たため

62 上下水道課 越路地内緊急漏水修繕 アット・ワンス 令和8年9月30日 387,596円 第５号 指定工事店の中から緊急修理対応可能であったため

63 上下水道課 公共桝設置工事 有限会社西口住宅設備 令和8年9月30日 371,800円 第２号

A社の前面道路には平成17年度に設置された公共桝が設置
されていますが、排水設備新設にあたり、既設の公共桝と
排水設備を接続するには勾配が十分に取れない設備不良が
あります。勾配が確保できる位置に公共桝が必要となりま
すので、公共桝の設置工事を行いたい。
本件を実施するに当たり、概算費用が200万円以下のた
め、随意契約を行いたい。
請負業者の選定につきましては、公共桝の設置と排水設備
工事を同時に行う必要があるため、排水設備工事を行う業
者に依頼したい。A社から排水設備工事の依頼を受けてい
る下記業者を指定した随意契約を行いたい。

64 学校教育課 小原小学校深井戸用ポンプ交換業務 ハラダボーリング 令和8年8月21日 267,300円 第１号

井戸ポンプ故障に伴い、校舎内の飲料水、トイレ使用等が
できず、学校運営上あらゆる場面で支障が生じており、学
校給食においては9月1日の第2学期開始にあたり厨房機器
の点検や水質検査等を行う必要があり、迅速な交換が必要
であったため、施工業者である当該業者を選定した

65 学校教育課
令和8年度築上町運動部活動管理運営
等業務委託(第2期)

NPO法人しいだコミュニティ倶楽部 令和8年9月11日 1,768,246円 第２号

総合型地域スポーツクラブとして長年に渡り活動し、複数
の種目の指導者や各関係機関との連絡調整等が可能である
コーディネーターが所属している町内で唯一の組織であ
り、令和8年度築上町運動部活動管理運営等業務委託契約
(履行期間：令和8年4月8日から令和9年3月31日まで)受託
者であるため。

66 生涯学習課 旧藏内邸文化財庭園枝折戸取替修繕 植駒造園　代表者　駒井　嘉造 令和8年9月8日 154,000円 第１号

これまで旧蔵内邸の庭園整備及び剪定を行ってきた下記業
者は、国指定名勝庭園として適切な剪定・保全を履行し、
旧蔵内邸の剪定指導を依頼している片石高幸先生（京都芸
術大学主任研究員）の指導も受け高い評価を得ており、そ
の業者に枝折戸の取替修繕を依頼することが本庭園を文化
財として維持するに最善であるため。
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No 所管課室局 契約件名 契約の相手方 契約締結日 契約金額（税込）

根拠法令
（地方自治法施行令第
167条の2第1項又は地
方公営企業法施行令第

21条の13第1項）

業者選定の理由

特命随意契約公表一覧表（７～９月分）

67 生涯学習課 障害者スポーツ普及事業業務委託 NPO法人しいだコミュニティ倶楽部 令和8年9月10日 750,000円 第２号

障害者スポーツ普及事業の実施に当たり、下記業者は本事
業の内容及び実施方法に精通しているほか、障がい者ス
ポーツ指導員の資格を有する者が所属しており、障害者ス
ポーツに関する専門的な知識・経験を有している。また、
20年以上にわたり地域におけるスポーツ活動に取り組み、
町内の障害者スポーツの振興にも尽力していることから、
本事業の目的や趣旨を十分に理解し、地域の実情に即した
円滑かつ効果的な事業実施が可能であるため

68 生涯学習課
トップアスリートによるスポーツ教
育プログラム企画運営業務委託

株式会社　Criacao 令和8年9月14日 550,000円 第２号

本事業はブラインドサッカーを通じて、障害者スポーツへ
の理解を深めるとともに、参加者が視覚障がい者の立場や
困難を体験し、相互理解を促進することを目的として実施
するものである。株式会社Criacaoは、日本ブラインド
サッカー協会と業務提携し、ブラインドサッカーを活用し
た体験型プログラムの企画運営を行うとなど、ブラインド
サッカーに関する専門的な知識及び指導ノウハウを有して
いる。また、同協会との連携を継続し、企業研修や子ども
向け体験会等の実施にも携わっている。

69 生涯学習課
築城海洋センター浄化槽ばっ気槽修
理工事

有限会社築城共栄社 令和8年9月14日 268,000円 第２号
町内の地域内指定業者及び当施設の維持管理業務契約を締
結している業者であるため
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